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日本では2021年ॳ಄から෺価上ঢがଓいている。ࡐݪ料අやΤωルΪーのܹٸな価格ߴಅをड͚ࡐݪ
料අの価格転嫁がਐΈͭͭ͋るҰํで、࿑務අにͭいては企業౒力でٵऩすべきとの不文཯から価格転
嫁がඇৗに೉しいといΘれてきた。中小企業ிのௐࠪによる࿑務අの価格転嫁཰の௿さからも೉しさが
ӐΘれる（図表1）。特に中小企業では、ൢചઌ౳がେ企業で͋れ͹࿑務අの価格転嫁ަবࣗ体をたΊら
うという状況も多かったのではなかΖうか。しかし、2023年Ҏ߱の賃上げ཰は໿30年Ϳりのߴい৳ͼ཰
となりߏ଄తな໰題も考ྀすれ͹、࿑務අの価格転嫁はආ͚られない状況に͋るとݴえよう。

そのような中、中小企業૊߹によるஂ体ڠ໿を活༻したऔҾઌとの価格ަবが஫໨されている。全国
中小企業ஂ体中央会ௐࠪによれ͹、ڠ໿をక݁・աڈにక݁していた૊߹のうち70ˋҎ上でऔҾ৚݅の
改善ޮՌが͋ったとしている（図表2）。ஂ体ڠ໿とは、事業ڠ同૊߹౳が中小企業౳ڠ同૊߹๏にͮجき、
૊߹員の経ࡁత஍Ґの改善のたΊに、औҾઌ事業者とのؒで݁Ϳ、औҾ৚݅に関するऔり決Ίの͜とで、
૊߹に༩えられたݖརで͋り、価格ަবの༗力な手ஈのҰͭで͋る。価格転嫁がඇৗに೉しい࿑務අの
価格転嫁ަবのたΊ、಺閣׭๪とެਖ਼औҾҕ員会は、2023年11月に「࿑務අのద੾な転嫁のたΊの価格
ަবに関するࢦ਑」（ҎԼ「ࢦ਑」とする）をࡦ定し、ஂ体ڠ໿での活༻をޙԡししている。

Ίらٻͼड஫者それͧれが採るべき行ಈʗٴる価格ަবにͭいて、発஫者܎਑は、࿑務අの転嫁にࢦ
れる行ಈを12の行ಈࢦ਑としてऔりまとΊたもので、それͧれの行ಈࢦ਑に֘当する࿑務අのద੾な転
嫁に向͚たऔ૊事ྫや、ड஫者が༻いるࠜڌ資料やऔ૊಺༰を۩体తにࣔしている。ྫえ͹、「ࠜڌ資料
はެ表資料（࠷௿賃ۚの上ঢ཰、य़ق࿑ަ࢖বのଥֹ݁やその上ঢ཰など）にͮجくものとし、߹ཧత
なࠜڌが͋るものとしてଚॏする͜と」とのه載が͋げられる。また、価格ަবのਃࠐΈ༷式（ྫ）を制
定し、価格転嫁ަবの࣮ޮ性向上に向͚た対ࡦも࣮ࢪしている。

しかし、औҾの状況は業छやݸ社ごとにେきなҧいも͋り、Ұ༷にはいかないものとࢥΘれる。૊߹
機ೳを活かしެత支援機関の支援なども࠷େݶ活༻してަবしͭͭも、औҾઌ౳との対౳なύートナー
γοϓをஙくような日ࠒからの企業౒力もॏ要になるのではないだΖうか。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （商工総߹研究所ओ೚研究員　઒ౡٓ޹）
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